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1. 本報告書の目的 

本報告書の目的は、テルル化カドミウム（以下 CdTe と記す）太陽光発電システムの日本国内で発生

する大災害時の環境リスク評価をまとめることにある。地震、津波およびそれらにより誘発される火災

は、多くの日本人が懸念する災害である。従って、これらの災害により引き起こされる、CdTe 太陽光

発電システムの潜在的環境リスクを検討し、リスクを低減する方策を明確にすることが必要である。こ

の報告書は、ファーストソーラー社の依頼を受け作成したものである。 

 

2. 日本において CdTe太陽光発電システムの設置に関して考慮すべき災害  

地震は日本人がとりわけ関心を寄せる災害の一つである。2011年 3月 11日に東北地方で発生した大

地震そして誘発された津波により大きな被害が生じたのは、まだ我々の記憶に新しい。さらに、この地

震により誘発された津波は 177か所において大規模な火災を引き起こした。これらの火災は、過去の大

地震やそれに続く津波においても引き起こされている 1)。これらの火災の主な元は、津波により破壊さ

れた海岸沿いに設置された燃料や液化石油ガス(LPG)の貯蔵タンクにあると考えられている 2)。 

日本においては多くの都市が海岸沿いにあるので、地震やそれにより誘発される津波に関してとり

わけ関心が高く、CdTe 太陽光発電システムの設置においても検討されるべきである。 

 
図 1 2011年 3月 11日に気仙沼市にて津波により発生した大規模火災 2)

 

 

3. 地震および津波のハザードマップデータ 

国土交通省は、「ハザードマップ」のポータルサイトを所有している。そこでは多くの市町村が地震

や津波などのハザードマップをホームページにて公開している 3, 4)。    

 
図 2 地震（左）および津波（右）のハザードマップの公開されている市町村 



 

 

これらのハザードマップの詳細や公開の有無は市町村において異なる。東北地方の都市における地震お

よび津波のハザードマップの例を図 3(a), (b)に示す。 

 

 
図 3(a) 東松山市の地震ハザードマップ – 宮城県沖地震（単独型）の場合の震度分布図 

 



 

 

 
図 3(b) 宮古市の津波ハザードマップ 

 

4.  災害発生時の環境リスク評価とリスク低減のための方策 

   環境リスク評価は、環境に化学物質が暴露された際の人の健康と環境への潜在的な影響を評価する

科学手法である。（図 4） 

 
図 4 環境リスク評価の枠組み 

 

鉛、クロムおよびカドミウム等の重金属およびその化合物は、太陽光発電システムの製造に用いられる

ことも多い。CdTe 太陽光発電システムの各災害時の環境リスクに関して以下に述べる。 

 

4.1 地震 

 地震によるもたらされる太陽光発電モジュールの環境リスクは、被害を受けた地域においてモジュー

ルが破損することに関連付けられる。 

CdTe は、溶解度積が 9.5×10
-35 とかなり小さいので水には不溶性の物質に分類される。もしモジュー

ルが破損したり損害を受けたとしても、CdTe は特殊な環境下に無い限り、モジュールのガラスから環

境中に移動していくことは無い。特殊な環境というのは、例えばモジュールが 1 cm 片以下の細かな粒

子へと破砕され、酸性水溶液の中でかき混ぜられるようなことである。このような状況は、（メガソー

ラー発電を建設して運用する）プロジェクトでは起きえないものである 5)。 

 CdTe の移動度合いは、CdTe の純物質を用いた溶出試験にて確認されている。溶出試験では、一般に

環境で起こりえる状況を模した実験条件において、水溶液の中で難溶性金属化合物がイオン化する速度

と量を調べる。その中でも、pH 6 の標準水溶液に CdTe を 1 mg/Lの割合で投入し、28日後に溶解する



 

 

Cd の量が定量されている。そこでは、1 mg/Lの CdTeに対して溶解した Cdは 15 μg/Lであり、溶解量

は（投入された CdTeの重量に対して）1.5%であるとの結果が得られている 6)。 

 但し、上記は、純粋な CdTe 化合物を用いた溶出試験の結果であり、CdTe太陽光発電システムの製造

においては、まずは CdTe が高温状態にてガラスの板に蒸着される。さらに、ラミネート材にて被覆さ

れ、もう一枚のガラス板が被せられる。このようなモジュールのデザインにより CdTe はガラスの板に

挟まれた格好になり、通常の状況下においては CdTe の外部環境への露呈はなく、仮にモジュールが壊

された状況においても CdTe が環境に暴露されるのは抑制される。 

 さらに、ファーストソーラー社では、太陽光発電モジュールの性能を探知し対応するための施策が定

められており、米国西部の大規模 CdTe 太陽光発電プロジェクトにても用いられている。このような施

策により、地震後に破壊された太陽光発電モジュールを検知し、取り外し回収することが可能である。

とりわけ、日常行われている監視と出力のモニタリングにより、破壊されたモジュールを検知し、早急

に回収することが可能である。これらの対応策により、CdTe 太陽光発電システムの環境リスクは、さ

らに低減されるものと考えられる。 

 

4.2 津波 

 津波による太陽光発電モジュールの潜在的リスクは、津波の被災地域に破損したモジュールが散らか

されることに関連づけられる。一般に金属の環境中での移動は水の pHに依存し、pHが増大するに従い

移動度は減少する。海水は、世界各地の海水面において pH が 7.9から 8.2でありアルカリ性である。（図

5）従って、海水に浸かったモジュールからの金属の溶解は、ある程度抑制されるものと考えられる。

さらに、仮に海水に飽和になるまで溶解したとしても、ゼブラフィッシュを用いた CdTe の海水生物に

対する毒性試験では影響は無いものと見なされている 6)。CdTe 太陽光発電モジュールの津波による潜在

的な環境影響を定量化するために、ファーストソーラー社は海水での溶出試験を実施した 9)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 海水表面での pH 

 

4.2.1 海水での溶出試験 9) 

 海水での溶出試験は、DIN（ドイツの工業規格）にて規定されているバッチ式溶出試験方法に基づき、

合成した海水を用いて実施した。ここでは、津波の被災後に内陸の低地に取り残された海水の中に浸漬

されたモジュール断片からの金属の溶解による潜在的な影響を評価する。そのような海水中では、対流

はほとんどなく、モジュールは海水により継続的に撹拌されているのではなく、静置された状況にある

と考えられる。従って、振とうを行わない条件にて溶出試験を行った。 

 DIN規定では液体と固体の比を 10:1にすることになっているので、太陽光発電モジュールを 9 mm角

に切断したものを 90 g用意し、900 mLの海水に入れて 24時間静置した。その後、サンプルを(45 µm フ

ィルターにて) 濾過し、硝酸を用いて pH が 2以下となるように調整した上で、ICP 質量分析（ICP-MS）

にて Cd の濃度を測定した。表１に示すように、5 つのサンプルにてカドミウムの溶出速度は 17-37 µg 

Cd/Lとなった。 

 

表 1 CdTe太陽光発電モジュールの海水での溶出実験の結果（合成海水を用い DINバッチ溶出試験に基

づいているが振とうは無しの状態での結果） 

LAB # Sub ID Cd 
(ppb) 

Pb 
(ppb) 

specific 
gravity 

Temp before (deg 
C) 

pH 
before 

conductivity before 
(uS) 

Post 
Temp 

post 
pH 

post conductivity 
(uS) 

AA63862 130925261888 17 <5 1.0225 20.7 8.17 

46400 

21 8 42900 

AA63863 130925261885 37 <5 1.0225 20.7 8.18 20.4 8.22 43600 

AA63864 130925261886 19 <5 1.0215 20.3 8.17 20.5 8.22 42800 

Acid 
Blank 

  <10 <5 1.0215 20.3 8.17 20.5 8.18 43600 

 



 

 

24 時間後に海水に溶出した Cdの濃度は 17-37 µg Cd/Lであるので、モジュールに含まれていた CdTe か

ら約 0.03%/日（含有されている CdTeの重量基準）の速度で Cdが溶出することになる。 

 

4.2.2 津波による潜在的環境リスクの評価 

 津波に被災した場合、海水に太陽光発電モジュールが破損し分散する可能性がある。津波により引き

起こされる環境リスクを溶出試験の結果を用いて評価する。ここでは、1 MW の太陽光発電モジュール

が破損して断片となり閉鎖系の海水に浸った場合を想定した。 

その場合、潜在的な影響は以下の式にて評価できる。 

 

C = (T×E) / V 

 

C: Cd濃度増大速度 (µg/L/日) 

T: 太陽光発電モジュールの CdTe含有総重量 (µg) 

E: Cd溶出率 (%/日)（含有されている CdTe の重量に対して溶出する Cdの重量の割合） 

V: 閉鎖系海水の容量 (L) 

 

T に関しては、ファーストソーラー社の 13%効率の太陽光発電モジュールでは、概ね 0.127 g CdTe/W (つ

まり 1.27×10
11

 µg CdTe/MW)とである。Eに関しては、表１に示した溶出試験の結果から、モジュール中

の CdTe 総重量に対して溶出するカドミウム重量は 0.03%/日である。V に関しては、1 MWの太陽光発

電システムを導入する場合、概ね 2ヘクタール(20,000 m
2
)の敷地が必要となり、その敷地が全て深さ 2 m

の海水に浸漬するとしたら 40,000 m
3
 (40,000,000 L)の海水量となる。これらのパラメータを用い閉鎖系

海水の Cd濃度増大速度を求めると、約 0.95 µg/L/日となる。しかしながら、上記の計算は最悪のシナリ

オ、つまり全ての太陽光発電モジュールが津波により破壊され、9 mm 角の小さな断片となり閉鎖系の

海水に浸漬した場合を想定している。従って、閉鎖系海水の Cd濃度増大速度は 0.95 µg/L/日よりもはる

かに小さいと予想される。 

 日本では、水質汚濁に係る環境基準のうちの人の健康の保護に関する環境基準（健康項目）では、Cd

は 3.0 µg/Lと定められている。この基準は、年間平均値であり、慢性（長期）暴露を想定したものと見

なすことができる。水生生物の保全に係る Cd の水質環境基準は、日本においては検討されてはいるが

未だ設定されていない 10)。しかも、人の健康の保護に関する環境基準は、急性（短期）暴露と慢性（長

期）暴露の区別がされていない。一方、米国環境保護局(US EPA)では、人の健康と水生生物の保護に関

する地表水の水質基準を、カドミウムを含む約 150の汚染物質に関して設定している。しかもそれらの

基準は、急性と慢性、そして淡水と海水により区別されている。津波による太陽光発電モジュールの破

壊による Cd の溶出は突発性のものであり、急性（短期）暴露と見なせる。従って、米国環境保護局の

海水の急性水質基準である 40 µg/Lと比較した場合、津波被災後に海水に太陽光発電モジュールの破片

が散らばったとしても、ある程度長期間は水質基準を超えないと考えられる。 

 それでもなお Cd の溶出を最小限にとどめるために、津波後に海水に浸漬した太陽光発電モジュール

を早急に回収することが望まれる。 

 

4.3 津波後の大火災 

BeckmannとMennengaは、CdTe太陽光発電モジュールが火事になった際の周囲の影響について検討

している 12)。彼らは、CdTe太陽光発電モジュールが燃焼している周辺での大気中のCd濃度を推計した。

彼らの最悪シナリオ、つまりモジュールの Cd含有量が最大の 66.4 g/m
2かつ 1,000 m

2の広域に設置され

たものが火災となった場合の、推計可能な最短距離である 100 m 離れた場所での大気中に含有される

Cd 濃度を計算した。それでも Cd濃度は 0.66 mg/m
3であり、不可逆的な健康影響もしくは長期継続する

重大な健康影響が出る閾値の最大濃度を示す急性レベル AEGL-2 (10 min.)の 1.4 mg/m
3と比較してもは

るかに小さい濃度である 13)。しかも彼らの推計は、モジュールに含有されている全ての Cdが、CdTeか

ら Cd蒸気として完全に放出するものと見なした結果である。つまり、大気中の Cd濃度を推計するにあ

たり、Cd が酸化カドミウム（CdO）となる反応や溶融したガラスに拡散することは考慮していない。

Fthenakis らは、CdTe 太陽光発電モジュールを典型的な家屋や商業ビルの火災時に到達する温度である

760℃から 1,100℃に加熱する実験を行い、99％以上の Cd が溶融したガラスの中に残留することを示し

ている 14)。さらに 4.2.2にて述べたように、ファーストソーラー社の効率 13％の太陽光発電モジュール

の Cd含有量は 7.7 g/m
2と著しく小さい。従って、火災となった CdTe 太陽光発電モジュール周辺の地表

での大気中の Cd濃度は、上記の急性レベル閾値 AEGL-2 (10 min.)の 1.4 mg/m
3と比較して著しく小さく

なるものと考えられる。 



 

 

津波後に大火災がどこで起きるのか、そしてどれだけの時間火災が続くのか、CdTe 太陽光発電モジ

ュールがそれらの火災に巻き込まれるか、それとも海水に浸漬されるのかどうかについては不確かであ

る。従って、太陽光発電モジュールが必ずしも津波後の大火災に巻き込まれるとは限らない。 

以上を鑑み、津波により誘発される大火災によりもたらされる CdTe 太陽光発電モジュールの環境リ

スクは小さいものと判断される。 

 

4.4 CdTe太陽光発電システムの環境リスクに関する他の既存研究 

 日本の電力中央研究所は、1998年度に NEDOの助成を受けて CdTe 太陽光発電システムの環境リスク

を検討した。そこでは、火災時の Cdの放出と、破壊されたモジュールからの降雨による Cdの溶出が検

討されている 15)。 

 様々な CdTe 薄膜太陽光発電モジュールに対して、750-1000℃の温度範囲で燃焼試験が行われ、Cdの

揮発速度が測定された。800-1000℃の温度範囲での燃焼実験において、モジュールからの Cd の揮発重

量は 0.25%以下であった。これらの結果を用いて、木造家屋が火災になった場合の煙中そして家屋周辺

の地表付近での大気中の Cd 濃度が推計された。いずれの場合も、Cd濃度は規制値よりも小さい値とな

ることが確認されている。 

 破壊された CdTe 太陽光発電モジュールのバッチ溶出試験が、酸性雨雰囲気（つまり pH が 4.8 の水）

かつ 40℃にて、10 分―72 時間の振とう状態にて行われた。それら全ての溶出試験の結果、水中のカド

ミウム濃度は検出限界以下の値であった。それゆえ、通常の環境雰囲気下では、破壊された CdTe 太陽

光発電モジュールからのカドミウムの溶出は無視できるほど小さいと結論づけられている。 

 これら結果により、CdTe 太陽光発電システムを使うことは、環境リスクの観点からは問題無いこと

が結論づけられている。 

 

5. 結論 

 本報告書では、地震、津波およびそれにより誘発される大火災に焦点を当て、日本国内で大災害が発

生した場合の CdTe 太陽光発電システムの環境リスクを検討した。CdTe 太陽光発電モジュールが、地震

および津波によりどれだけ破壊されるか、そして誘発される大火災に巻き込まれるかもしくは海水中に

浸漬されるかに関しては不確実性が大きい。しかしながら、たとえ最悪の状態になったとしても、大気

や海水中のカドミウム濃度が環境規制値を超えることは起きにくい。それゆえ、CdTe 太陽光発電シス

テムの大災害時の環境リスクはかなり小さいものと考えられる。 

 なお、（保険などを考慮した）商業的な理由により、太陽光発電システムが津波ハザード地域に建設

されることは少ない。それでもなお、地震や津波により破壊された、もしくは海水に浸漬された CdTe

太陽光発電モジュールは、カドミウムの放出を最小限に抑制するためにも早急に回収されるべきである。 
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